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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第101期
第３四半期
連結累計期間

第102期
第３四半期
連結累計期間

第101期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 (百万円) 290,684 299,899 436,682

経常利益 (百万円) 5,715 10,535 10,336

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,351 6,153 4,615

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 6,366 6,245 11,984

純資産額 (百万円) 187,733 197,090 193,345

総資産額 (百万円) 338,932 351,401 366,177

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 16.41 30.12 22.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 53.95 54.59 51.44

 

回次
第101期
第３四半期
連結会計期間

第102期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 3.91 12.18

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)第39項に掲げられた定め等を

第１四半期連結累計期間より適用し、第101期の「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期

(当期)純利益」に組替えている。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はない。ま

た、主要な関係会社の異動は、次のとおりである。

（設備工事業）

主要な関係会社に異動はない。

 

（その他の事業）

第２四半期連結会計期間において、連結子会社㈱ケイアセットマネジメント(関工不動産管理㈱から社名変更)

は、平成27年７月１日付で連結子会社㈱ケイリースを吸収合併している。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものである。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間の事業環境については、首都圏を中心とする大型再開発事業やオフィスビル建設など

の建設需要を背景に民間建設投資が高水準を維持した。また、震災以降低迷していた電力関連工事についても回復

基調で推移した。

こうした情勢下にあって当社グループは、地域に密着した営業体制を構築し、工事情報の早期収集・分析に基づ

く強力な受注活動を展開するとともに、施工力の広域的かつ流動的運用による生産性の向上と工事原価を始めとし

た徹底したコスト削減を推進した。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高2,998億９千９百万円(前第３四半期連結累計期間比92億

１千５百万円増)、経常利益105億３千５百万円(前第３四半期連結累計期間比48億１千９百万円増)、親会社株主に

帰属する四半期純利益61億５千３百万円(前第３四半期連結累計期間比28億１百万円増)となった。また、東京電力

㈱からの売上高は、1,127億６百万円(前第３四半期連結累計期間比69億５千万円増)となった。

 

セグメントの業績は、次のとおりである。

（設備工事業）

当社グループの主たる事業である設備工事業の業績は、新規受注高3,516億７千３百万円(前第３四半期連結

累計期間比224億７千６百万円増)、完成工事高2,919億９千７百万円(前第３四半期連結累計期間比78億８千７

百万円増)、営業利益87億９千７百万円(前第３四半期連結累計期間比46億２千７百万円増)となった。

 

（その他の事業）

その他の事業の業績は、売上高79億１百万円(前第３四半期連結累計期間比13億２千７百万円増)、営業利益

11億７千３百万円(前第３四半期連結累計期間比５億２千１百万円増)となった。
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(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ147億７千６百万円減少し、3,514億１百万

円となった。

 

（資産の部）

資産の部は、主に流動資産の受取手形・完成工事未収入金等が287億７千万円減少したことから、資産合計で

前連結会計年度末に比べ147億７千６百万円減少した。

 

（負債の部）

負債の部は、主に流動負債の支払手形・工事未払金等が216億９千４百万円減少したことから、負債合計で前

連結会計年度末に比べ185億２千１百万円減少した。

 

（純資産の部）

純資産の部は、主に利益剰余金が28億４千９百万円増加したことから、純資産合計で前連結会計年度末に比べ

37億４千４百万円増加した。

 

(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、６億９千６百万円である。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 820,000,000

計 820,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)

（平成27年12月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 205,288,338 205,288,338
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株
である。

計 205,288,338 205,288,338 － －

（注）昭和19年９月１日設立時の現物出資13,810株が含まれている。

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金
増減額

資本準備金
残高

（株） （株） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

－ 205,288,338 － 10,264 － 6,241

 

（6）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項なし。
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（7）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

 

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   1,002,000

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 203,285,000 203,285 －

単元未満株式 普通株式   1,001,338 －
１単元(1,000株)
未満の株式

発行済株式総数 205,288,338 － －

総株主の議決権 － 203,285 －

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権の数１個)含まれて

いる。

２ 「総株主の議決権」の欄には、証券保管振替機構名義の議決権の数が１個含まれている。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

㈱関電工 東京都港区芝浦４丁目８番33号 1,002,000 － 1,002,000 0.48

計 － 1,002,000 － 1,002,000 0.48

（注）平成27年12月31日現在の自己株式数は、1,006,000株である。

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書には平成27年７月１日現在の役員の状況を記載しているが、それ以降当四半期累計期

間において、役員の異動はない。
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第４【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、井上監査法人による四半期レビューを受けている。

 

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

 8/18



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 44,128 40,285

受取手形・完成工事未収入金等 129,326 100,556

有価証券 5,999 5,999

未成工事支出金 21,260 35,409

材料貯蔵品 2,656 7,999

その他 11,019 9,010

貸倒引当金 △423 △317

流動資産合計 213,967 198,941

固定資産   

有形固定資産   

土地 59,917 59,094

その他（純額） 33,800 34,632

有形固定資産合計 93,718 93,727

無形固定資産 2,905 2,801

投資その他の資産   

投資有価証券 45,324 44,022

その他 12,188 13,774

貸倒引当金 △1,925 △1,865

投資その他の資産合計 55,586 55,931

固定資産合計 152,210 152,459

資産合計 366,177 351,401
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 86,231 64,537

短期借入金 8,728 8,012

未払法人税等 972 3,849

未成工事受入金 11,864 19,007

工事損失引当金 3,124 1,677

その他の引当金 1,356 1,172

その他 15,336 13,114

流動負債合計 127,614 111,370

固定負債   

長期借入金 1,755 1,508

その他の引当金 1,125 963

退職給付に係る負債 33,149 31,283

その他 9,186 9,184

固定負債合計 45,217 42,940

負債合計 172,832 154,311

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,264 10,264

資本剰余金 6,268 6,349

利益剰余金 162,347 165,197

自己株式 △553 △563

株主資本合計 178,327 181,248

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 15,402 15,220

繰延ヘッジ損益 △332 △444

土地再評価差額金 △6,414 △5,562

退職給付に係る調整累計額 1,385 1,380

その他の包括利益累計額合計 10,040 10,593

非支配株主持分 4,976 5,248

純資産合計 193,345 197,090

負債純資産合計 366,177 351,401
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

完成工事高 290,684 299,899

完成工事原価 269,878 274,611

完成工事総利益 20,806 25,288

販売費及び一般管理費 15,924 15,466

営業利益 4,881 9,821

営業外収益   

受取配当金 560 660

その他 449 240

営業外収益合計 1,010 900

営業外費用   

支払利息 95 86

その他 80 101

営業外費用合計 175 187

経常利益 5,715 10,535

特別利益   

投資有価証券売却益 1,044 1,324

特別利益合計 1,044 1,324

特別損失   

減損損失 － 803

その他 107 94

特別損失合計 107 897

税金等調整前四半期純利益 6,652 10,962

法人税等 2,925 4,421

四半期純利益 3,726 6,541

非支配株主に帰属する四半期純利益 375 388

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,351 6,153
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 3,726 6,541

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,003 △192

繰延ヘッジ損益 △244 △112

退職給付に係る調整額 △119 9

その他の包括利益合計 2,639 △296

四半期包括利益 6,366 6,245

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 5,952 5,854

非支配株主に係る四半期包括利益 413 391
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

（連結の範囲の重要な変更）

第２四半期連結会計期間において、連結子会社㈱ケイアセットマネジメント(関工不動産管理㈱から社名変更)は、

平成27年７月１日付で連結子会社㈱ケイリースを吸収合併し、連結子会社数は前連結会計年度の21社から20社になっ

た。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 
当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算している。

 

 

（追加情報）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)第39項に掲げられた定め等を第１四

半期連結累計期間より適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を

行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期

連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

当社は、従業員の金融機関からの借入に対し、保証を行っている。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

従業員（住宅資金） 1,800百万円 従業員（住宅資金） 1,622百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 2,949百万円 3,155百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,225 6.0 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年10月29日
取締役会

普通株式 1,634 8.0 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,225 6.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 1,225 6.0 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 報告セグメント その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期連結損益
計算書計上額
(注３) 設備工事業

売上高      

外部顧客への売上高 284,110 6,574 290,684 － 290,684

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,794 16,988 18,783 △18,783 －

計 285,904 23,563 309,467 △18,783 290,684

セグメント利益 4,170 651 4,821 60 4,881

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器販売業、不動産事

業、リース業及び発電事業である。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 報告セグメント その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期連結損益
計算書計上額
(注３) 設備工事業

売上高      

外部顧客への売上高 291,997 7,901 299,899 － 299,899

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,960 21,804 23,764 △23,764 －

計 293,958 29,706 323,664 △23,764 299,899

セグメント利益 8,797 1,173 9,971 △149 9,821

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器販売業、不動産事

業、リース業及び発電事業である。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.41 30.12

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 （百万円） 3,351 6,153

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

（百万円） 3,351 6,153

普通株式の期中平均株式数 （千株） 204,311 204,288

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 

２【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

(1）決議年月日 平成27年10月30日

(2）中間配当金の総額 1,225百万円

(3）１株当たりの金額 ６円

(4）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月４日

（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払を行う。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月４日

株式会社 関 電 工

取 締 役 会   御中

 

井 上 監 査 法 人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 萱 嶋 秀 雄   印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 林     映 男   印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吉 松 博 幸   印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社関電工

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関電工及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 
 

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

       ２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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